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研究成果の概要（和文）：近年，過去の気候再解析値の整備が進み，年～数十年周期の変動，さらに地球温暖化
による長期的なトレンドが総合的に評価可能となってきた．海岸工学で重要となる平均波浪場，極端波浪場に着
目し，気候システム，波浪の沿岸外力，沿岸災害の変動特性の評価を行った． 
気候変動指数等を説明変数に，波高等の沿岸外力の季節～十年変動の変化を予測するためのモデルを開発とその
精度検証を行った．極限波浪については，日本周辺の台風強度の経年変化や極値分布の関係について解析し，う
ねりと風波の割合についても評価した．海浜変形および港湾荷役稼働率の長期変動特性と波浪変動特性の関係に
ついても解析を行い，その特性を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：The development of historical reanalysis of atmospheric climate has been 
progressed, and it has become possible to evaluate long-term trends due to global-warming changes 
and annual to decadal natural variabilities. In this study, we focused on the multi-scale 
variability of the climate system the wave climate as coastal forces. In particular, we focused on 
the mean waves and the extreme waves, which are important in coastal engineering.
We developed a model for predicting the change of the seasonal to decadal fluctuation of the wave 
height. We also analyzed the relationship of characteristics between the extreme waves and typhoon 
intensity and tracks around the Japan. It is valuated the ratio of the swell and the wind wave in 
the extreme wave conditions. We also analyzed the relationship between the beach deformation and the
 long-term characteristics of the port cargo operation rate and examined the relations between the 
wave variabilities.

研究分野： 海岸工学

キーワード： 波浪　沿岸災害　自然変動　気候変動

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
工学的に重要な暴波浪災害の長期評価は極値統計解析，海浜変形は数年単位の観測をもとに行われている．近
年，過去の気候再解析値の整備が進み，年～数十年周期の変動，さらに地球温暖化による長期的なトレンドが総
合的に評価可能となってきた．そこで本研究は，気候システムが持つ年変動～数十年のマルチスケールの長期変
動に着目し，気候と沿岸外力である波浪の時空間的な構造を明らかにした．
このような沿岸外力や災害リスクの変動特性を理解することにより，想定（設計条件）の不確実性を軽減するこ
とが可能となる．これらの結果は，性能規定型の港湾設計技術に応用することができ，工学的に大きな波及効果
を持つことが期待される．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1) 地球温暖化の影響評価研究では，海面上昇等の長期トレンドの予測が重要な課題の１つで
あり，IPCC 第 5 次報告書(2013)でも広く議論されている．このような気候システムの長期ト
レンドに対して，年から数十年に渡る長期変動（自然変動）も重要である．これらの自然変動
は，大規模スケールから領域スケールにおいて様々な時空間構造を持つ． IPCCのデータにも
とづく全球平均全球平均の海面水位の将来変化は，明瞭なトレンドを持つが，日本スケールは
十年程度の変動成分を示す．このような長期変動は，異なるスケールの振動モードから構成さ
れており，エルニーニョ・南方振動（ENSO）を始め，幾つかの特徴的な変動がある．さらに，
沿岸域のローカルな現象と自然変動の関係も議論されつつある．例えば，太平洋における波エ
ネルギーフラックスは，ENSO 指標と弱い相関があり，砂浜の汀線変動との関連が指摘されて
いる． 

(2) 一般に地域スケールで起こる沿岸災害は，気候システムとの間に単純な相関や構造を見出
すことは難しい．これは，気候システムの変動が年～数十年のマルチスケールの長期変動を複
合的に含むだけでなく，ランダムな要素も含むためであり，様々な時空間スケールの気候変動
特性を考慮して沿岸外力や沿岸災害等との関係を分析する必要がある．特に自然変動の影響は
全球から領域スケールとなると顕著になり，過去事象や将来変化を評価する上で大きなウェイ
トを占める．しかしこれらの影響は，波浪や海浜変形の長期変化に対して重要であるものの，
観測値のみでは自然変動の時空間的なスケールを把握できないために定性的な傾向を得ること
も難しい．さらに，海岸構造物の設計条件は，高波（極限波）を対象に極値統計により決定さ
れるが，極値分布を外れる極限波により被災する例も多い（例えば 2012 年 4 月日本海爆弾低
気圧）．このような設計を上回る極限波は偶発波浪と呼ばれるが，これが統計的な変動の範囲（偶
然）なのか，それとも気候システムの自然変動の範囲内なのかを評価することは工学的に重要
である． 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究では，沿岸外力や沿岸災害リスクに対して，長期トレンドや振れ幅を支配する気候
因子を明らかにするとともにその変動幅についての評価を行うことを目的とする．このため，
以下の４項目を研究する． 

（A）気候要因 

（B）沿岸外力 

（C）沿岸災害のマルチスケールの自然変動特性の把握 

（D）気候・沿岸災害間のマルチスケールの変動特性の評価 

対象とする沿岸外力は，平均波浪場，極限波浪場，高潮偏差の 3項目，沿岸災害は高波被害お
よび海浜変形等とする．気候→沿岸外力→沿岸災害とランダム性の影響が増加するため，各項
目間の相関と不規則性を考慮しつつ，気候システムのマルチスケールの自然変動を把握し，長
期トレンドと自然変動成分の量的評価を行う． 

 

３．研究の方法 

(1) 本計画は，A）気候，B）沿岸外力および C）沿岸災害のマルチスケールの自然変動特性の
把握と D）気候・沿岸外力・沿岸災害間のマルチスケール変動特性の相互関係の評価の４項目
で構成される．項目 A～Cでは，気候，波浪等について，長期間の観測・再解析値等を用いて，
個々のマルチスケールの自然変動の特徴を明らかにする．項目 Dでは，項目 A～Cで得られた
個々の変動や長期トレンドの相互関係について解析し，気候システムの自然変動とリンクした
沿岸災害リスクの海域・スケール依存性について明らかにする．全体を通して，これまで定量
的に評価されなかった気候自然変動と沿岸災害リスクの関係を，気候の変動指数と沿岸外力や
沿岸災害リスクを関連付ける変動因子の推定と変動幅の評価手法を構築する． 

 

４．研究成果 

(1) 日本周辺の波高の長期変動特性 

 月平均波高の変動は，港湾の稼働率や海浜の長期的な変形などに多くの影響を与える．波浪
の長期変動要因は，季節変動の他にエルニーニョ等の大気海洋の大規模な年々変動の影響も考
えられるが（Barnard et al., 2015），観測データの少なさから定量的な評価が難しい．本研究
では日本周辺を対象に，高解像度波浪推算結果，大気再解析値および観測データを系統的に解
析し，我が国沿岸の波高の変動特性について定量的に評価する．  

 風波等の局所な波浪と遠方からのうねりを分離評価する統計的波浪モデルを用いて解析した．
風波は評価点上の海上風速 U10と海面気圧 SLP，うねりは北太平洋上の SLP の時空間分布を
主成分分析した時係数を説明変数に用いて，月平均波高 Hsを多重線形回帰モデルで評価した．
説明変数，格子点上の U10，SLP 及び∆SLP と，主成分分析から得られる SLP の主要 50 成分
（SLP モード）の時係を用いた． Hs の推定値と教師データの相関係数は高く，日本海側で
0.98 以上，太平洋側でも概ね 0.9 以上の高い相関を持つ．NOWPHAS による長期観測値につ
いても同様に統計解析し検証した． 

局所要素（U10，SLP）とリモート要素から推定される波高から，風波とうねりの寄与率が求
められる．波高の変動成分に対する風波の寄与率は，日本海側は 60%以上，太平洋側は 40%以



下と大きく異なる．さらに SLPモードと代表的な 20個の気候変動指数の関係を調べた．例え
ば，主成分の第 3 成分の時系列と太平洋北米指数（PNA）の相関係数は 0.72 である．同様な
解析を系統的に行い，各成分の同定を行った．多くの SLPモードは，PDO 等の SST定義の気
候変動指数と 0.8以上の相関があり，気候変動指数との明確な関係を確認した． 

主成分の時定数の空間分布特性より，波高の変動特性の海域差が理解できた．第 1次時定数
の変動は季節変動に相当し，これ以外の時定数が年々変動に相当する．図-1は，波高の変動に
対する第 2～50 成分の時定数の積算寄与率である．リモート要素は，日本海側では 5%以下し
か変動に寄与していないが，太平洋側では概ね 50～60%と大きな寄与率を示す．年々変動につ
いては，太平洋側の東西でもモードと空間分布が異なる．例えば PNA に対応する第 3 成分の
寄与率は，西日本を中心に 15%以上あり，北太平洋の気圧の南北振動が波高に明確な影響を与
えている．この他，南西諸島太平洋側に 10%程度影響する第 2成分（AOに相当），東日本太平
洋側に 7%程度影響する第 6 成分等，日本周辺の波高の変動特性の誘因と海域特性を明らかに
した．  

 

 

図-1 SLP第 2-50モードのトータルの分散寄与率（図中の○は NOWPHAS観測点の値） 

 

(2)波浪方向スペクトルの変動 

沿岸波浪の常時観測においては，風波と外洋からの複数のうねりが共存する場合に波浪スペ
クトルが多峰性を示すことが良く見られるが，解析が難しいことから，これまで理解が進んで
いなかった．しかし，多峰性の把握・評価は波浪外力評価や波浪モデルの精度検証において重
要である．方向スペクトルから多峰性の情報を抽出する手法として，Hanson et al.(2001)によ
る Wave Identification and Tracking System(以下，WITS)が広く使われている．しかし，WITS

では，ピークの検出や併合の処理の閾値を経験的に設定する必要があり，想定すべき海象条件
が観測地点・季節によって異なる観測データに対して適切な閾値を設定することは困難である．
本研究では，経験的な閾値の設定を必要としない，統計的手法による波浪方向スペクトル
Partitioning を開発し，風波とうねりの割合の変化を推定した． 

クラスタリングに用いられる混合分布モデル (以下，Mixture)を波浪方向スペクトル
Partitioning に応用した．Mixture で推定する混合分布として，周波数上は正規分布を，方位
角上は円周上の正規分布に対応する von Mises 分布を用いた．べき乗変換の一種である
Box-Cox 変換による前処理を行
うことで波浪スペクトルを正規
分布に変換し，Mixtureを適用し
た．ピーク周波数・波向，各ピー
クの波高に対応するパラメタは
EMアルゴリズムで推定し，ピー
クの数は赤池情報量基準を評価
することにより自動的に決定す
る自動化を試みた． 

波浪モデルで推算されたスペ
クトルに対して Mixture を適用
し，うねりと風波の割合を推定し
た．SWAN を用いて波浪推算を
実施し，2013年台風 26号により
ナウファス鹿島で生じた高波を
検討対象として，ピーク数および
各ピークの波高の時系列を比較
したものを図-2に示す．推定され

 

図-2 2013年台風 26号を対象とした Partitioning 結果：

鹿島（上： Mixture モデル，下：WITSモデル） 

 



たピークの数に注目すると，WITS が 1~5 つと不自然に大きく変動していたのに対して，
Mixture は期間を通じて 2つと変動が見られなかった．以上の結果，風波とうねりの割合の時
間変化を推定し，その変動特性を明らかにした． 

 

(3) 極端波浪の統計的特性 

日本本沿岸全域を対象に台風と爆弾低気圧の 2種類の気象擾乱別に極端波高の極値統計解析
を行い，極値分布を決定付ける気象要因の影響を解析した．解析に用いた波浪データは，JRA-55

をもとに WAVEWATCHⅢ(WW3)によって 17km 解像度で行った 34 年間の波浪推算結果であ
る．極端波浪を引き起こし得る気象擾乱として台風及び爆弾低気圧に注目して分類した．気象
擾乱データは，台風に IBTrACS，爆弾低気圧に JRA-55の海面更正気圧から自動抽出した結果
を用いた．それぞれの気象擾乱の中心から一定距離の有義波高（Hs）を対象に，年最大波高を
抽出し，気象擾乱の種類別の極値波高とした．極値分布は位置母数μ，尺度母数σ，形状母数
kの 3母数関数である一般化極値分布（GEV）を仮定し，各母数の空間分布を推定した． 

極端波浪と気象要因の関係について，気象擾乱の種類別に有義波高の極値統計解析を行い，
極端波浪を引き起こす気象要因と波高の関係を解析した．一般的に太平洋側では台風，日本海
側では爆弾低気圧の影響が支配的であるため，太平洋側及び日本海側における GEV の位置母
数μの分布形状は異なる特徴を示す．特に日本海側西日本では，台風と爆弾低気圧が混在した
特徴的な極値分布を持つことがわかった． 3母数の空間分布と気象擾乱の関係を解析した．台
風及び爆弾低気圧による極端波高の位置母数μの空間分布（図-3）は各気象擾乱の経路と関連
する結果が得られた．総観スケールでは GEV の 2 つの母数は気象擾乱の経路に強く依存し，
湾スケールではより細かいスケールで地形によりGEVの母数が変化することを明らかにした．  

 

(a) 爆弾低気圧 

図-3 気象擾乱の種類別の年最大波高に対する GEVの位置母数の空間分布 

 

(4) 港湾の荷役稼働率の変動 

気候変動が平均・極端波浪場にもたらす影響評価の一環として，離島に着目し，気象庁によ
る大気再解析値 JRA-55をもとにWAVEWATCHIIIを用いて行われた長期波浪推算のうち南北
大東島沖の 34 年間（1979 年～2012 年）の解析結果を利用して，極値統計解析による確率沖
波の推移，及び NOWT-PARI による波浪変形計算を通じて得た各島の 3方に位置する岸壁での
荷役稼働率の推移について解析した． 

南北大東島沖の推算値のうち，年最大有義波高・周期及び年平均有義波高の経年変化調べた．
有義波高の最大値・平均値ともに 5 年程度の周期で増減を繰り返しているが，2004 年前後を
除き，1998年を境にその変動中心が下方にシフトしている．ついで，岸壁における荷役稼働率
の推移を調べた． 1時間毎に推算された 34年間の沖波諸元から各岸壁での波浪諸元に変換し，
荷役稼働率を算定した．岸壁における荷役限界波高を 1m とか停止，このとき算定される各岸
壁での荷役稼働率の経年変化を求めた（図-4）．年平均有義波高の経年変化傾向を反映して 1998

年頃を境にいずれも微増傾向にある．しかし，N系の波の構成比が近年安定して高いことを反
映して，各島の北地区岸壁で
の稼働率はほぼ横ばいであ
ることがわかった． 

南北大東島海域での長期
波浪推算結果及び波浪変形
計算結果を用いて，両島に来
襲する確率沖波及び年平均
波，及び両島岸壁での荷役稼
働率の推移について考察し
た．この海域では 1998年以
降，荷役稼働率が微増し，顕
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図-4 各岸壁での荷役稼働率の経年変化（南大東島） 



著な高波擾乱もみられないことを確認した．  
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